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前年同期比
〔単体〕

（億円、％）

22年度
中間期 増減率

経 費（△） ４０９ △５ △1.3

基礎的業務純益 ※2 ３１０ △７ △2.2

一般貸倒引当金繰入額 （△） ２２ △２ △8.4

業務純益 ３４０ ＋２７ ＋8.8

臨時損益 △７２ △３５ △93.3

うち 不良債権処理額 （△）
うち 株式等関係損益

４９
△１８

＋１
△３３

＋1.4
△215.8

経常利益 ２６８ △７ △2.7

特別損益 △１ △６ △128.1

税引前中間純利益 ２６７ △１４ △4.8

法人税等合計 （△） １０６ △１ △0.9

中間純利益 １６１ △１３ △7.2

実質業務純益 ※1 ３６２ ＋２５ ＋7.6

増減額

経常収益 ８９８ △４１ △ 4.3

業務粗利益 ７７１ ＋２０ ＋2.7

資金利益
役務取引等利益
特定取引利益
その他業務利益
（国債等債券関係損益）

６３５
７４

△２
６４

（５２）

△１１
△０
△６

＋３７
（＋３２）

△1.7
△0.4

△150.4
＋137.3

（＋164.9）

※1 実質業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額
※2 基礎的業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益

平成22年度中間期決算概要①

内外金利低下による資金運用収益の減少を主因に、
前年同期比△41億円減収の898億円を計上

前年同期比△41億円減収（3期連続）経 常 収 益

前年同期比＋20億円増益（7期連続）業 務 粗 利 益

国債等債券関係損益の増加を中心にその他業務利益
が増加し、前年同期比＋20億円の771億円と7期
連続の増益

前年同期比＋27億円増益（2期連続）業 務 純 益

業務粗利益の増加および一般貸倒引当金繰入額・経
費の減少により、前年同期比＋27億円増益の340
億円を計上（過去最高益）

1

株式等関係損益の悪化(△33億円)等により臨時損
益のマイナス幅が拡大(△35億円)し、前年同期比
△7億円減益の268億円を計上

特別損益の悪化(△6億円)により、前年同期比△13
億円減益の161億円を計上

前年同期比△7億円減益（2期振り）経 常 利 益

前年同期比△ 13億円減益（2期振り）中間純利益



平成22年度中間期決算概要②

〔連結〕 前年同期比

（億円、％）

22年度
中間期 増減額 増減率

連結経常収益 １，０４５ △３４ △３．１

連結経常利益 ２９８ ＋１１ ＋３．７

連結中間純利益 １６６ △９ △５．２

前年同期比
増減

〔連単倍率〕

１．０２倍

１．１１倍

22年度
中間期

＋０．０７倍経常利益

＋０．０２倍中間純利益

2

３期連続減収連 結 経 常 収 益

2期連続増益連 結 経 常 利 益

2期振り減益連 結 中 間 純 利 益

静銀経営コンサルティング㈱
静銀リース㈱
静岡コンピューターサービス㈱
静銀信用保証㈱
静銀ディーシーカード㈱
静岡キャピタル㈱
静銀ティーエム証券㈱
静銀総合サービス㈱
静岡モーゲージサービス㈱
静銀ビジネスクリエイト㈱
欧州静岡銀行

連結子会社１１社

静銀セゾンカード㈱

持分法適用関連会社



資金利益

21年度
中間期

22年度
中間期 増減

貸出金利回り １．７９％ １．７０％

０．０９％

１．３７％

預金等利回り ０．１６％

△０．０９％

△０．０７％

＋０．１３％有価証券利回り １．２４％

22年度上期 資金利益635億円（前年同期比△11億円）
うち国内業務部門576億円（前年同期比△16億円）、国際業務部門58億円（前年同期比＋5億円）

国 内 業 務 部 門

総貸出金平残の推移

預金等平残の推移

（億円）

74,887
73,541

71,508

20年度上期 21年度上期 22年度上期

うち国内店

72,726
74,648 75,854

資 金 利 益 の 内 訳

21年度
中間期

22年度
中間期 増減

６４６

５９３

５５０

１０５

５９

６３５

５７６

５３

５２４

８９

３６

５８

合 計 △１１

国内業務部門 △１６

うち貸出金利息 △２６

〃有価証券利息配当金 △１６

〃預金等利息 （△） △２３

国際業務部門 ＋５

（億円）

61,85361,507

58,908

20年度上期 21年度上期 22年度上期

うち国内店

59,974

62,743 62,678

１．５１％

22年度
中間期

＋０．０２％
増減

運用・調達ﾚｰﾄ差 １．４９％

21年度
中間期

国 際 業 務 部 門

（億円）

有価証券平残の推移

12,871

16,79316,209

20年度上期 21年度上期 22年度上期

うち国内

（億円）

20,569 20,110

16,330

3

年率
△0.1％

年率
＋1.6％

△△3,7803,780



預貸金利回り

22年9月の預貸金利回り差は、22年3月比 △0.01ポイント

22年度上期住宅ローン平均新発レートは1.496％、前期比 ＋0.026ポイント上昇

円貨貸出金・預金構成の変化

（％）

〔22年3月〕 〔22年9月〕 （兆円、％）

平残（構成比） 利回り 平残（構成比）

（100.0） １．７４ ６．２

４．６

２．９

１．６

１．６

７．３

３．９

３．０

１．６７（73.7）

（46.8）

（25.4）

（26.3）

（100.0）

（53.9）

２．０８

０．８６

１．９１

（41.3）

０．１２

０．０２

６．１

０．２４

(100.0)

４．５ (74.4)

(47.4)

(25.7)

(25.6)

(100.0)

(52.8)

(41.0)

短ﾌﾟﾗ・新長ﾌﾟﾗ
基準

２．９ ２．０６

預 金 ７．２ ０．０８

流動預金

定期性預金

３．９ ０．０２

市場連動 １．６

固定金利 １．６ １．８５

３．０

利回り

１．６９

１．６３

０．７９

０．１６

貸出金

変動金利

＋１．６２＋１．６２〔預貸利回り差〕 △0.01

※預金はNCDを含む

＋１．６１＋１．６１

貸出金利（月中平均）の推移

うち企業規模別法人貸出金利の推移

（％）

△０．０５△０．０５

△０．０４△０．０４
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1.741.75
1.761.761.771.781.781.791.79

1.821.841.861.84

1.74
1.691.701.711.721.73

1.551.551.561.571.581.591.591.601.601.611.62
1.651.65

1.55 1.54 1.53 1.52 1.50 1.50

2.03 2.03 2.02 2.01 2.00
2.052.062.072.082.092.092.102.112.12

2.17
2.202.212.22

2.04

21/3月 6月 9月 12月 22/3月 6月 9月

法 人

個 人

～～

全 体

0.970.980.991.00
1.021.031.031.04

1.071.08
1.11

1.131.131.141.151.16
1.19

1.231.24

1.82 1.81 1.80 1.79 1.78
1.831.831.831.831.841.841.851.851.861.861.871.87

1.891.91

21/3月 6月 9月 12月 22/3月 6月 9月

大･中堅企業

中小企業

～～

22年3月と9月の平残・利回りの単月比較



貸出金①
22年度上期の総貸出金残高（平残）6兆2,678億円、前年同期比△65億円（年率△0.1％）

うち大･中堅企業向け貸出金は前年同期比△806億円、海外店は前年同期比△412億円の減少

【中小企業向け貸出】
平残2兆5,636億円
前年同期比＋178億円増加（年率＋0.7％）
※保証協会利用状況：平残7,277億円

【個人向け貸出】
平残2兆1,402億円
前年同期比＋1,002億円増加（年率＋4.9％）

※総貸出金残高（末残）6兆3,730億円
前年同期比＋837億円増加（年率＋1.3％）

企業規模別 貸出金残高（平残）の増減 うち中小企業向け貸出金残高（平残）の推移 うち個人向け貸出金残高（平残）の推移
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62,67862,743
59,974

42,48242,319
39,865

20年度上期 21年度上期 22年度上期

銀行全体 うち静岡県内

～～ ＋＋163163

△65

貸出金残高(平残)の推移
（億円）

【貸出金増減額内訳（前年同期比）】

公共△28

個人
＋1,002

△65

大・中堅企業
△806

海外店
△412

中小企業
＋178

25,63625,45825,039

19,83220,064
19,203

20年度上期 21年度上期 22年度上期

銀行全体 うち静岡県内

（億円）

21,402

20,400

19,197

17,538

16,794

15,934

20年度上期 21年度上期 22年度上期

銀行全体 うち静岡県内

＋＋744744

＋1,002

△△232232

（億円）

～～ ～～

＋178
（億円） ※ｱﾊﾟｰﾄﾛｰﾝを含む



貸出金②

6

静岡県内の金融機関業態別貸出シェア（企業規模別）

大・中堅企業については相応のシェアを確保、中小・個人分野に成長の余地がある

静岡銀行 36.31%
静岡銀行 28.51% 静岡銀行 27.92%

信金 13.31% 信金 32.73%

信金 17.16%

他地銀 12.33% 他地銀 19.49%

都銀等 28.42%

都銀等 35.08%
都銀等 6.00%

都銀等 5.76%

農協 12.65%

労金 8.34%

静岡銀行 45.43%

他地銀 15.97%

他地銀 28.17%

農協 7.68%

政府系 7.87%政府系 9.62%

0%

50%

100%

大企業 中堅企業 中小企業 個人

静岡銀行 20,590 静岡銀行 17,501

信金 23,642

信金 10,756

他地銀 11,540

都銀等 4,334

農協 7,926

労金 5,225

静岡銀行 3,784

静岡銀行 1,119信金 1,387

他地銀 17,658

他地銀 1,285

都銀等 3,610

都銀等 864

都銀等 2,962

農協 5,548

政府系 5,683

大企業 中堅企業 中小企業 個人

静岡県内の金融機関業態別貸出残高（22年3月末）

（億円）



預金等
22年度上期の預金等残高（平残）7兆5,854億円、前年同期比＋1,206億円（年率＋1.6％）

（億円）

【国内店】
平残7兆4,163億円
前年同期比＋1,171億円増加（年率＋1.6％）

うち県内 6兆4,231億円
前年同期比＋880億円増加(年率＋1.4％)

うち個人 5兆1,737億円
前年同期比＋484億円億円(年率＋0.9％)

うち法人 1兆9,387億円
前年同期比＋863億円増加(年率＋4.7％)

【増減額内訳（前年同期比）】 （億円）

預金等残高（平残）増減額の内訳

＋
１
、
２
０
６

海外
△140

金融･公金
△176

個人
＋484

法人
＋863

うち法人預金等残高（平残）の推移うち個人預金等残高（平残）の推移

72,726

75,854

74,648
74,163

72,992

70,929

64,231
63,351

61,343

20年度上期 21年度上期 22年度上期

銀行全体 国内店 静岡県内

～～

＋＋1,2061,206

＋＋1,1711,171

＋＋880880
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19,387
18,524

17,648

14,838
14,232

13,551

20年度上期 21年度上期 22年度上期

国内店 静岡県内

～～

＋＋863863

＋＋606606

45,862
46,908 47,461

51,73751,253
50,209

20年度上期 21年度上期 22年度上期

国内店 静岡県内

～～

＋＋484484

＋＋553553

（億円）（億円）

預金等残高（平残）の推移

オフショア
＋175



503

219
335

581

470
445

432

581

479

512

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期

投資信託(静銀ﾃｨｰｴﾑ証券含む） 個人年金保険等

預り資産、手数料

22年度上期 役務取引等利益74億円、前年同期比ほぼ横ばいで推移

個人年金保険・投資信託の販売額は、リーマンショック前の水準に回復

8

投資信託・保険の販売額
（億円）

投資信託・保険販売手数料の推移

手数料収益（銀行・静銀ﾃｨｰｴﾑ証券）

（億円）

13

7

10

15

26

16

18

14

20

17

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期

保 険

投資信託
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

16 10 14 19 18

79 79 78 72
93

11.4%12.3%12.1%11.8%

14.6%

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期

役務･特定取引利益

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

（億円）手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む）

109

90 93

（84）
（70） （75）

（ ）は役務取引利益

（70） （74）

97
90

1,084

651

847

924

1,051



4,216 4,114

2,388 2,054

6,784 6,240

1,024
742

5,853
5,576

22年3月末 22年9月末

国債

地方債

社債

株式

その他

有価証券関係損益

国債等債券関係損益 52億円（前年同期比＋32億円）、株式等関係損益 △18億円（前年同期比△ 33億円）

（億円）

〈〈国債国債〉〉
△△277277

有価証券残高の推移

18,726
20,265

△△1,5391,539 22年3月末 22年9月末

円債デュレーション ４．７３年 ４．７４年

有価証券評価損益 １，３３２億円 １，２３２億円

うち株式 １，１４５億円 ８３３億円

日経平均株価

外債デュレーション ２．６０年 ０．６２年

１１，０８９．９４円 ９，３６９．３５円

債券ﾃﾞｭﾚｰｼｮﾝ・有価証券評価損益の推移

株式等関係損益の内訳

１８

－

１

△１８

22年度
中間期

△２１２２うち株式等売却益

△５５〃 株式等売却損 (△)

＋１７２〃 株式等償却 (△)

△３３１５株式等関係損益

21年度
中間期 増減（億円）

０

２５

４４

２０

21年度
中間期 増減

６

１１

６９

５２

22年度
中間期

＋６〃 国債等債券償還損（△）

△１４〃 国債等債券売却損（△）

＋２５うち国債等債券売却益

＋３２国債等債券関係損益

（億円）

国債等債券関係損益の内訳

預貸率・預証率の推移

9

81.4%
85.3% 83.8% 82.6%

28.6% 31.3% 29.8% 29.6% 28.1% 25.5%
21.5%

102.2%
107.3% 109.6% 110.9% 113.3%

109.3%
104.1%

76.0%
79.8%

73.5%

0
16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度中間期

預証率預貸率

預貸率＋預証率

〈〈地方債地方債〉〉
△△282282

〈〈社債社債〉〉
△△544544

〈〈株式株式〉〉
△△334334



経費

22年度上期 409億円（前年同期比△5億円）

22年度上期 OHR（単体）53.1 ％（前年同期比△2.1％）、22年度通期 OHR 53.5％（見込み）

投資信託・保険の販売額

325 331 309 328

407 421 442440

45 44 45 43

56.9%

53.5%
52.2% 53.5%

19年度 20年度 21年度 22年度(予想)

税金
物件費
人件費
ＯＨＲ

19年度 20年度

物件費 ４０７ ４２１ ４４０ ２１９

事務委託費 ７５ ７９ ８０ ３９

システム関連 １２３ １３０ １４４ ７２

その他 ２０９ ２１２ ２１６ １０８

21年度 22年度上期

経費およびＯＨＲの推移

〔ご参考〕人員の推移

物件費の推移
（億円）

７，１８０

２，５４０

２，７５０

４，６４０

４７０

９６３

１１５

７５２

２，１６５

２，９２５

23年3月末
（予想）

うち行員 △２１０３１８３２５

△７５４１，５２０１，５０６営業店バック・アシスト

うち行員 ＋１８３１，９９１１，９８２

＋２４０２，７４２２，６８５営業店フロント

うち行員 △６４５６５５３４

△１３３１，０１３１，０９６本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他

＋６１３１，８７４１，９２７グループ会社等 計 （B）

△６４７５，２７５５，２８７銀行全体 （A）

７，１４９

２，８７４

22年
3月末

△９１２，８４１うち行員

△３４

（21年
3月末比）

７，２１４

21年
3月末

グループ総人員 （A＋B）

※臨時雇、派遣社員等を含む

（億円）

（人）

＋２＋２

＋１９＋１９

10
※（ ）は上期

777 796
793
(415)

813
(409)

(27) (26)

(222) (219)

(165) (164)



生産性の向上

11

45.9%

39.1%

54.1%

60.9%

0% 50% 100%

効果発揮後

22年度上期

19年度上期

内部業務（窓口･出納･為替業務など） 融資･渉外業務

営業店業務別ウエイト推移

ＩＴインフラの整備･営業店業務の効率化

第10次中計では積極的なシステム投資､業務プロセス改革を実施

引き続き人員のフロント配置を促進し、トップラインの成長につなげる

システム基盤のオープン化
広域イーサネット網、セキュリティ対策

営業店事務処理の抜本的改革
新営業店支援システム全店展開

融資・渉外業務の抜本的改革
融資支援システム（S-navi）再構築
営業店支援システム（S-prit）との一体化

全体最適化に向けた基盤の整備
統合データベースの整備開始
オープン系システムの共通インフラ整備開始

経営戦略実現につながるＩＴ機能の提供

営業店後方事務の集中化
（口座管理業務・検印業務・受電業務 等）

出納業務

預金・為替業務

公金・
代理業務

0%

50%

100%

19年度 21年度下期 効果発揮後

△23％

△57％

ｼｽﾃﾑ投資、業務ﾌﾟﾛｾｽ改革による業務量削減効果

さらにフロント業務を高めていく



与信費用
与信費用 71億円（前年同期比△1億円）、与信費用比率 0.22％（前年同期比横ばいで推移）

一般貸倒引当金繰入額 22億円 （前年同期比 △2億円）
不良債権処理額 49億円 （ 〃 ＋１億円）

うち個別貸倒引当金繰入額 33億円 （ 〃 △6億円）
大口与信先の管理強化（業種別・格付別限度管理、経営者資質判定）
22年9月末 予想損失額(EL)180億円・信用リスク量(UL)522億円
それぞれ､経常利益(22年度業績予想値530億円)、実質業務純益( 同 708億円)の範囲内でコントロール

48

68

28

9

0

50

100

150

19年度上期 19年度下期 20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期

10億円以上

5億円以上10億円未満

3億円以上5億円未満

1億円以上3億円未満

1億円未満

与信残高金額階層別の個別貸倒引当金新規発生額推移

（億円）

22
27

24

0.23% 0.22%

0.16%

0.22%

19年度上期 20年度上期 21年度上期 22年度上期

うち一般貸倒引当金繰入額

与信費用比率

与信費用・与信費用比率の推移

※与信費用＝ 不良債権処理額 ＋ 一般貸倒引当金繰入額
与信費用比率＝与信費用÷貸出金平残
19年度以降の不良債権処理額には信用保証協会責任共有制度に関する
偶発損失引当金繰入額等を含む

（億円）

49

72 72 71

12

73

34

51

133

53

87

42

※新規発生額は50億円前後で推移



一般貸倒引当金

13

一定期間
債務者区分

貸倒実績率※
（％） 静岡銀行における取扱

（平均残存期間）

１１．０９
２．２２
２．０１

２．４１
２．８７

正常先･要注意先1年
要管理先3年

３．２５

正常先
消費者ローン

Ａ１、Ａ２
Ｂ１～Ｂ３

０．０７
０．０３
０．３７

１

１
１．２９
１．７５

１．３５ ３

要注意先
Ｃ０、Ｃ１

Ｃ２

要管理先
Ｃ３

一般貸倒引当金＝債務者区分ごとの債権残高×予想損失率

予想損失率＝貸倒実績率×一定期間

ーーーーーーーーーーーー

→

ーーー

※貸倒実績率は５算定期間の平均と直近のいずれか高い率を採用

一般貸倒引当金の算定

〔例〕消費者ローン先の一般貸倒引当金繰入額

平均残存期間(11.09年)にて算出した繰入額＝52億円 ⇒ 1年ルールにて算出した繰入額＝５億円



２１年度
２１年度上期

２２年度上期

新規発生 ＋９７７ +４６９ ＋３８０

オフバランス化
（うち破綻懸念先以下）

△７６４
（△６９５）

△３３０
（△３０４）

△３１５
（ △２８８）

リスク管理債権 ２，２９５ ２，２２１ ２，３６０

リスク管理債権
リスク管理債権の総額（単体ベース） 2,360億円 （22年3月末比 ＋65億円）
リスク管理債権比率 3.7％ （ 〃 ＋0.06ポイント ）
ネットリスク管理債権（単体ベース） 245億円 （ 〃 △24億円）
ネットリスク管理債権比率 0.38％ （ 〃 △0.04ポイント）

22年9月末リスク管理債権の内訳

＋６５

（億円）

不良債権のオフバランス化

14

245億円

1,290億円

179億円

2,360億円

645億円

部分直接償却額

信用保証協会
保証付貸出金

担保・引当等

ﾈｯﾄﾘｽｸ管理債権

【破綻懸念先】
1,641億円
カバー率88.8％

【実質破綻先】
421億円
カバー率100％

【要管理債権】
149億円

カバー率59.0％

延滞なし
80%

延滞 20%

14９億円(6.3％)

2,062億円
(87.4％)

149億円(6.3％)

2,360億円破綻先債権

延滞債権

3ｶ月以上延滞･
貸出条件緩和

債権

ネットリスク管理債権

3.27 3.27
3.53

1.47

1.92 2.02

0.51 0.38 0.42 0.43 0.38

3.703.64

1.58
1.75

20年度上期 20年度下期 21年度上期 21年度下期 22年度上期

リスク管理債権比率推移

（％）

リスク管理債権のうち信用保証協会保証付貸出

ネットリスク管理債権

リスク管理債権



13.42
13.76

14.06

14.16

15.37
15.32

14.12
14.70

13

15

20年3月末 21年3月末 22年3月末 22年9月末

自己資本比率

22年9月末 バーゼルⅡによる自己資本比率 15.37％（22年3月末比＋0.05ポイント）

TierⅠ比率（中核自己資本比率）14.16％（同 ＋0.10ポイント）

BIS自己資本比率（連結ベース）
（％）

20年

3月末

21年

3月末

22年

9月末

６，２３４ ６，８３４

６，２９６

６４６

４４，４３８

４１，２０５

２１２

３，０２０

－

６，０７８

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅱ ７９１ ２９１ ６７６ △３０

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙ･ﾘｽｸ
相当額に係る額

２，８３７ ２，９５４ ３，０２１ △１

リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 ４４，２３２ ４４，１４８ ４４，８８９ △４５１

マーケット・リスク相
当 額 に 係 る 額

２２０ ２４８ ２０５ ７

信 用 リ ス ク ・

アセットの額
４０，８９５ ４０，９４６ ４１，６６３ △４５８

－

６，５０４

５，９３８

２８０

22年

3月末

22年

3月末比

自 己 資 本 ６，８７８ △４４

う ち Ｔ ｉ ｅ ｒ Ⅰ

フ ロ ア 調 整 額

６，３１４

－

△１８

－

（億円）

自己資本およびリスク・アセット等の推移

１０．５％６，６６３億円７０１億円

アウトライヤー比率TierⅠ＋TierⅡ銀行勘定の金利リスク量

アウトライヤー比率（単体ベース）

15

※ 自己資本には、優先株、劣後債務等を含まない

ＴｉｅｒⅠ比率
(中核自己資本比率)

ＢＩＳ自己資本比率



株主還元①

22年度中間配当額 6.50円（配当性向27.29％）

22年度も「配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準」の配当維持を目指し、市場動向、業績等を勘案し
決定する方針のもと、1株当たり配当額（年間）13円を予定

12年度から21年度までの10年間の株主還元率の平均は約6割と高水準を維持

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度予想

一株当たり配当額（年間） 13.00円 13.00円 13.00円 13.00円 13.00円（6.50円）

1.03％ 1.47％ 1.59％ －配当利回り(配当/期末株価) 1.10％

（ ）は中間配当額

18年度 19年度 20年度 21年度

91 91

40

131

321

28.20

40.64

－

91

128

70.85

70.85

22年度
予想

92 88

※150

238

325

27.03

73.13

－

当期純利益④ 363 352 2,478（累計）

92

25.39

25.39

12～21年度実績
（10年間）

年間配当額① 91

126

218

25.96

61.82

687（累計）

自己株式取得額② 798（累計）

株主還元額③＝①＋② 1,486（累計）

配当性向①/④×100 27.74（平均）

株主還元率③/④×100 59.96（平均）

（単位：億円、％）

配当額の推移

株主への利益配分の状況

16

※自己株式取得額は22年度上期までの実績値を計上



株主還元②

17

取得株式 取得金額 消却株数 消却金額

7,226千株 9,997百万円

9,142百万円

9,143百万円

23,281百万円

8,267百万円

－

23,381百万円

－

－

－

10,130百万円

－

4,638百万円

－

97,981百万円

6,633千株

8,357千株

24,954千株

8,234千株

－

30,000千株

－

－

－

10,000千株

－

5,000千株

－

100,404千株

株主還元率

平成9年度 7,226千株 9,997百万円 90.3%

平成10年度 6,633千株 9,142百万円 86.7%

平成11年度 8,357千株 9,143百万円 51.4%

平成12年度 24,954千株 23,281百万円 152.0%

平成13年度 8,234千株 8,267百万円 165.4%

平成14年度 29,928千株 23,107百万円 229.4%

平成15年度 10,712千株 8,566百万円 50.8%

平成16年度 － － 17.1%

平成17年度 － － 22.5%

平成18年度 － － 25.3%

平成19年度 10,000千株 12,621百万円 61.8%

平成20年度 － － 70.8%

平成21年度 5,000千株 3,996百万円 40.6%

平成22年度 ※ 20,000千株 ※ 14,980百万円 73.1%

累計 131,044千株 123,102百万円 63.2％

・株主還元率＝(自己株式取得額＋配当支払額)÷当期純利益×100 ※22年度取得株式数等は上期までの実績

9年度以降、継続的に自己株式取得を実施、22年9月末までに１3１百万株を取得

22年度上期は、２度にわたり合計20,000千株の自己株式取得を実施

過去の自己株式取得実績



資本政策
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22年1月

株
式
売
出
し

22年3月

自
己
株
式
取
得

５
百
万
株

22年
5月～6月

自
己
株
式
取
得

１
０
百
万
株

22年
8月～9月

自
己
株
式
取
得

１
０
百
万
株

22年1月 「株式売出し」実施
・売出し株数29,900千株（ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄ3,900千株含む）
・個人株主数 約5,000先増加

⇒「地域の個人株主増加」を実現（株主の裾野拡大）

22年3月
・株主価値希薄化の防止および株主還元の充実
（ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄ分の一部を自己株式放出により対応したため）

・さらなる資本効率の向上および株主還元の充実
（1株あたりの利益の改善等を通じた株主への利益還元）

22年5月～6月 自己株式取得10百万株

22年8月～9月 自己株式取得10百万株

自己株式取得５百万株

＋2.4％19.1％16.7％
（個人保有株数
割合）

＋5,222先28,806先23,584先株 主 数 全 体

＋4,916先26,998先22,082先うち個人株主数

21年3月 増減22年3月

資本政策の取組み内容 株主数の推移

21年度下期 22年度上期
22年度

下期



平成22年度業績予想

【単 体】 ２１年度実績 ２２年度予想
前年度比

△６０

＋１

＋２０

△２０

＋２

△１９

△５８

△２９

＋２５

＋４

経常収益

△７９

１，８００１，８６０

22年5月
業績予想値

±０

＋４８

△５

＋８

＋４５

実質業務純益 ７２７ ７０８ ＋５３

△１３

△２６

＋３０

＋２５

１，５２０

経 費 （△） ７９３ ８１３

経常利益 ５０５ ５３０

△５

８３

６４３

１４９

２９

当期純利益 ３２１ ３２５

与信費用 （△） ２３３

不良債権処理額 （△） ９１

１５４

業務粗利益 １，５２１

一般貸倒引当金繰入額（△） ６３

業務純益 ６４５

株式等関係損益 ０

＋７

＋４１

△６０

前年度比

＋２８

＋４３

＋５

22年5月
業績予想値

２，０８５２，１４５連結経常収益

３２８

５３９

２１年度実績

５８０連結経常利益

連結当期純利益 ３３５

２２年度予想【連 結】
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（億円）

（億円）



次期中計への展望

20

次期中計の基本的な考え方

１．地銀上位行としてのプレゼンス向上

２．地域における競争力

３．構造変化への対応

４．第１０次中計の施策効果の実現

５．ステークホルダーのバランス



【参考資料】



業種別貸出金

不動産業

小売業

輸送用機械

宿泊業

卸売業

物品賃貸業

貸金業・投資業等
建設業

500

1,500

2,500

3,500

4,500

5,500

0 0.4 0.8 1.2

【与信残高対予想損失率(※) 】

与

信

残

高

（億円）

（%）
※ 予 想 損 失 額 ( Ｅ Ｌ ) ÷ 与 信 残 高

残高 構成比 前年同期比

全 体 ４４，９８８ １００．０ ＋２７

＋２８０

△５８

物品賃貸業 ２，３１０ ５．１ △１６５

△３１

卸 売 業 ５．５６１ １２．４ △２４

△４７７

△５０

＋１５

不 動 産 業 ３，５８０ ８．０

建 設 業 ２，８７６ ６．４

貸 金 業 ･
投 資 業 等 ２，３１３ ５．１

輸送用機械

小 売 業

宿 泊 業

３，３５０ ７．４

２，５６６ ５．７

８２９ １．８

（実質破綻先以下は除く）（億円、％）

【与信残高(22年９月末)】

事業性貸出金に占める特定業種の状況

21

とくに不動産業、建設業、物品賃貸業、貸金業･投資業等の事業性貸出金に占める割合はいずれも8％以下
であり、これら業種への与信集中はない

事業性貸出金の予想損失額(EL)は全業種合計で154億円（不動産業17億円、建設業12億円）

事業性貸出金の信用リスク量(UL)は全業種合計で444億円



有価証券

22年9月末の有価証券残高1兆8,726億円（22年3月末比 △1,539億円）

22年9月末の株式・債券・投資信託等の有価証券評価損益＋1,232億円（同 △100億円）

22

有価証券残高の推移 債券デュレーション・有価証券評価損益の推移

公社公団債
1,290(△112)その他金融

機関債等
4,698(△275)

政府保証債
252(△157)

その他4,114億円の内訳
(22年3月末比△102億円)

投資信託
357(＋117)

邦貨外国証券
159 (△20)

外貨外国証券
3,503(△204)

その他 95(＋5)

社債6,240億円の内訳
(22年3月末比△544億円)

モーゲージ債の内訳

（簿価） 22/3比 （評価損益）

△５３

△６

△３２

ジニーメイ ３，０５３ ＋７６

±０

△０フレディマック １５１

ファニーメイ １５

（億円）

※（ ）内は22年3月末比

4,216 4,114

2,388 2,054

6,784 6,240

1,024
742

5,853
5,576

22年3月末 22年9月末

国債

地方債

社債

株式

その他
〈〈国債国債〉〉
△△277277

18,726
20,265

△△1,5391,539 （億円）

８３３億円１，１４５億円うち株式

１，２３２億円１，３３２億円有価証券評価損益

日経平均株価

４．７４年４．７３年円債デュレーション

０．６２年２．６０年外債デュレーション

９，３６９．３５円１１，０８９．９４円

22年3月末 22年9月末

〈〈地方債地方債〉〉
△△282282

〈〈社債社債〉〉
△△544544

〈〈株式株式〉〉
△△334334



預り資産

22年9月末の個人預り資産残高（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券を含む） 6兆4,621億円（22年3月末比＋43億円）

資産運用商品（円貨預金、譲渡性預金を除く） 1兆3,436億円（同＋86億円）

個人預り資産（末残）の推移

432 479

581 512 581

20年度 21年度 22年度

下期

上期

（億円）

投資信託販売額の推移

個人年金保険等販売額の推移

219
445

470
335

503

20年度 21年度 22年度

下期

上期

（億円）

722
780

1,013 990

23

4 ,183
4 ,199 4 ,070

5 ,696

3 ,208 3 ,198

50 ,473
51 ,221 51 ,179

12
7 6331

337
328

132
160 145

5 ,453

4 ,275

2 ,486

21年3月末 22年3月末 22年9月末

投資信託

外貨預金

１
３
，
４
３
６
億
円

１
３
，
３
５
０
億
円

１
１
，
４
１
３
億
円

＋＋8686

譲渡性預金

61,898

64,578

個人年金
保険

+243

＋＋4343

円貨預金

△42

公共債

△129

64,621

△10

静銀ﾃｨｰｴﾑ
証券

（億円）



リスク資本配賦

22年度上期のリスク資本配賦額は5,865億円。うち信用リスク1,443億円、市場リスク1,777億円、

オペレーショナルリスク242億円、バッファー資本等2,403億円を配賦

リスク資本使用額は、支店営業部門571億円、トレジャリー部門126億円

支店営業部門 １，１００ ５７１ ５２％

１２６ ６％

（０％）

（２４％）

６１％

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ ２４２ ２４２ １００％

２８％

－

１７％

（０）

（９）

４１

小 計 ３，４６２ ９８１

－

合 計 ５，８６５ ９８１

資金証券部門

（うち政策投資） （８５０）

（うち海外店） （３７）

連結子会社

ﾊﾞｯﾌｧｰ資本等

２，０５２

６８

２，４０３

リスク資本
配賦額

リスク資本
使用額

配賦原資

※リスク資本使用額＝〈貸出金〉│VaR│＋不良債権処理額

〈投資有価証券〉│VaR│－評価益

〈その他〉│VaR│

※中核自己資本＝普通株式＋内部留保－社外流出額－無形固定資産－前払年金費用等

※バッファー資本は、東海地震等非常時や計量化できないリスク等への備え

信用リスク
１，４４３

市場リスク
１，７７７

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾘｽｸ
２４２

バッファー資本等
２，４０３

中核自己資本
５，８６５億円

(22年6月末基準)

（億円）

リスク資本
使用率
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グループ会社の状況

グループ会社（連結子会社11社）は、
経常収益230億円（前年同期比＋7億円）、経常利益25億円（同＋12億円）の増収増益

会社名 業務内容 経常収益
前年同期比

経常利益
前年同期比

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務 １

１２０

２４

７

１０

４

１８

２

１７

４

２３

２３０

±０

４

△０±０

＋７

△３

±０

△０

＋１

＋３

△１

△１

±０

△１

＋７

１０

１

３

３

２

５

０

０

０

０静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱ 為替送信･代金取立等の集中処理業務等

２５

＋２ △２

±０

静銀ﾘｰｽ㈱ ﾘｰｽ業務 ＋９

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務 ±０

静銀信用保証㈱ 信用保証業務 △１

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 ＋１

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 株式公開支援業務、中小企業再生支援業務 ＋２

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱ 金融商品取引業務 ＋１

欧州静岡銀行 銀行業務・金融商品取引業務 △０

静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱ 労働者派遣業務等 ±０

静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱ 銀行担保不動産の評価･調査業務等 △０

合 計 （11社） １２

ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※ １

※持分法適用関連会社、平成19年4月開業

(億円)
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〈経済規模〉静岡県経済は「３％、１０位の経済圏」と称せられ、多くの経済指標が全国シェアで３％、都道府県別で１０位
前後に集中しており、全国的にも高水準の経済力である

注）製造品出荷額・工場立地件数は暦年ベース、それ以外は年度ベース （※）速報値

平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

県内総生産 １７０，６２０ １６９，２７５ １６２，１９１

４，９４１，９９８

－

１９１，７７７

３，３５５，７８８

県内製造品出荷額の順位 ３位 ３位 ３位 ２位(※)

工場立地件数（静岡県） １０２ １２４ １４４ ４４

〃 （全 国） １，７８２ １，７９１ １，６３０ ８６７

１位

国内総生産 ５，１０９，３７６ ５，１５６，５１０

１５０，９１６(※)

－

－

１５０，３２９(※)

２，６２８，５０３(※)

県内総生産の順位 １０位 １０位

国内製造品出荷額 ３，１４８，３４６ ３，３６７，５６６

５位

県内製造品出荷額 １８２，３４７ １９４，１０２

〃 （順 位） ３位 １位

静岡県経済

２１年１２月 ２２年１月 ２２年２月 ２２年３月 ２２年４月 ２２年５月 ２２年６月 ２２年７月 ２２年８月

０．３８倍 ０．４９倍

０．５３倍

２２年９月

静岡県

０．４３倍

０．５１倍

０．５４倍

０．４０倍

０．４６倍

０．４４倍

０．４７倍

０．４９倍０．４７倍０．４７倍０．４５倍 ０．５１倍

全 国 ０．４９倍 ０．４８倍 ０．５２倍０．５０倍 ０．５５倍

〈有効求人倍率（季節調整済）〉２１年１２月以降、引き続き全国平均を下回っている状況

（億円）
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本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。


